
案件別事後評価（内部評価）評価結果票:技術協力プロジェクト 
評価実施部署：パラグアイ事務所（2011 年 10 月） 

国名 
南部看護・助産継続教育強化プロジェクト 

パラグアイ 

 
Ⅰ 案件概要 

協力金額 685 百万円 

協力期間 2001 年 2 月 ～2006 年 2 月 

相手国側機関 厚生省 

日本側協力機関 厚生労働省、国立国際医療センター、聖マリア病院、天使大学 

関連案件 パラグアイ国看護・助産継続教育強化プロジェクト（2008 年 2 月～2011 年 1 月） 

プロジェクトの
背景 

パラグアイでは、すべての国民が質の高い保健医療サービス全般を平等に受けられる社会を目指し、
リプロダクティブヘルスの改善が掲げられていた。人口が集中する北部、中部、東部については、米州
開発銀行および世界銀行による当該分野の支援が行われてきたが、農村人口の割合が高く、人口が散在
する南部地域については国際的な援助から取り残されてきた。そのため、パラグアイ政府は、看護およ
び産科分野の人材育成が南部地域における保健医療サービス向上の課題であるとの認識から、特に、南
部 3県（ニェンブク、ミシオネス、イタプア）における技術協力を日本政府に要請してきた。なお、プ
ロジェクト開始後に進捗に遅れが見られたため、対象県はニェンブクおよびミシオネスの 2県に縮小さ
れたが、中間評価において計画以上の進捗が確認されたため、パラグアイ側からの要請を受けて、イタ
プアおよびカアパサの 2県が加えられ、対象地域が拡大された。 

投入実績 

日本側 相手国側 

1. 専門家派遣 
長期専門家 8分野 10 人、短期専門家 5分野 8人 

2. 研修員受入 16 人 
3. 第 3国研修 計 0人 
4. 機材供与  109 百万円 
5. 現地業務費 84 百万円 
6. その他（含、調査団員派遣） 28 百万円 

1. カウンターパート配置 計 18 人 
2. 土地・施設提供 日本人専門家向けプロジ

ェクトオフィス（アスンシオン、イタプア、
カアサパ） 

3. ローカルコスト負担 約 14 百万円（751 百
万 Gs） 

プロジェクトの 
目的 

上位目標  

パラグアイ全国に南部 4県で確立された継続教育システムが普及される。 

プロジェクト目標  

パラグアイ南部（4県：ミシオネス、ニェンブク、イタプア、カアパサ）における看護・助産職者の継
続教育システムが確立され機能する。 

アウトプット  

‒ パイロット地域において看護・助産職者向け継続教育のモデルが確立・実施されている。 
‒ パイロット地域において看護・助産職者向け継続教育のモニタリング基準が確立され、適用されてい

る。 
‒ 看護・助産職者（准看護・准助産師および看護・助産資格者）の国レベルでの検定制度が策定されて

いる。 
‒ 各レベルの看護・助産職者の継続教育が制度化されている。 

 
Ⅱ 評価結果 

総合評価 

対象地域である南部 4 県では、自宅分娩率および周産期死亡率は国全体の平均よりも高く、妊産婦ケアサービスが行き届
いていない状況にあった。右状況下、妊産婦ケアの改善に向けて、保健センターで活動を行う、准助産師の助産技術の向上
および准看護士の分娩介助能力の向上が課題となっていた。本事業は、プロジェクト目標である「パラグアイ南部 4 県にお
ける看護・助産教育システムの確立」については、能力向上用に作成された研修モニタリング様式の利用は、その煩雑さか
ら限定的であるものの、研修修了者が学んだ内容の実行度合のモニタリングは対象県の各医療施設で 100％実施されてお
り、達成されたと判断される。また、上位目標については 15 県にシステムの普及が行われたことから、想定どおりの効果
発現が認められる。持続性については、政策面では医療人材育成の重要性は認識されており、かつ、看護・助産継続教育セ
ンター（INEPEO）および地方継続教育センター（CREPEO）の運営管理能力や継続教育コーディネーター・ファシリテーター
の実施能力は確保され、研修の財源も確保可能であることが確認された。一方で、INEPEO が独自に予算執行できない体制
にあり、また、技術スタッフの人員が不足していることから、カウンターパートの体制の一部に問題が見受けられた。妥当
性はパラグアイの国家開発政策・開発ニーズ、および日本国の援助政策と事前評価時・プロジェクト完了時の両時点におい
て合致している。効率性については、協力金額・協力期間ともに計画通りであった。 
以上より、総合的に判断すると本プロジェクトの評価は非常に高いと言える。 

 

1 妥当性 

本プロジェクトの実施は、計画時・プロジェクト完了時ともに、「国家開発計画（2003-2008 年）」に掲げられたリプロダ
クティブヘルスおよび小児保健の改善、「国家保健政策」に掲げられた辺境地における保健医療サービスの向上というパラ
グアイの開発政策、パラグアイおよび対象地域の看護・助産職者による保健・医療サービスの向上という開発ニーズ、並び
に貧困層を主な対象とした保健医療と教育の充実という日本の援助政策と十分に合致しており、妥当性は高い。 



 

2 有効性･インパクト 

成果 1～4 について、プロジェクト完了時点までに各指標の目標値を達成した。プロジェクト目標は、プロジェクト開始
時点では目標値が設定されず、プロジェクトで作成された研修モニタリング様式の利用はその煩雑さから限定的であるもの
の、研修修了者が学んだ内容（例：乳幼児健診等における各種チェック項目）の実行度合等のモニタリングは対象県の各医
療施設で 100％実施されており、概ね達成したと判断される。上位目標は、本プロジェクトで確立した継続教育システムの
普及を目指す後続技プロ「看護・助産継続教育強化プロジェクト」に引き継がれたが、活動の遅延により、システムの普及
は 15 県にとどまった。 
なお、本プロジェクトの実施により、プロジェクト目標として掲げられた対象地域における看護・助産職者の継続教育シス
テムの確立は達成され、上位目標については目標である全 18 県には至っていないものの、15 県において研修システムの普
及が見られる。また、2012 年 2 月に開始予定の PHC（プライマリーヘルスケア）体制強化プロジェクトは、これまで実施し
てきた協力の成果を活用するため、看護・助産人材の継続教育に関しては INEPEO をカウンターパートとしている。本プロ
ジェクトの経験を生かして、認識された課題に対応するため、研修プログラムおよびモニタリングツールの見直しを行い、
予算や人材等、地方の実情に適した継続教育システムに適応していくことが期待されている。以上から、有効性・インパク
トは高い。 

3 効率性 

本プロジェクトは成果の産出に対し、投入要素が適切であり、且つ、協力金額・期間はほぼ計画通りであるため、効率性
は高い。 

4 持続性 

政策面では社会経済戦略プランにおいて医療人材の継続教育の重要性は認識されており、引き続き重要な課題として位置
づけられているものの、継続教育にかかる INEAPO の活動に関する具体的な中長期の計画は示されていない。また、継続教
育を実施している機関は INEPEO の他に、国立保健院（INS）、プログラム総局等があり、これらの研修内容と INEPEO が実施
している研修内容が重複したり、一人の受講者が同じ研修を２回受けたりしているケースが見受けられ、継続教育における
INEPEO の位置付け・役割分担は明確ではない。INEPEO および CREPEO の運営管理能力や継続教育コーディネーター・ファシ
リテーターの実施能力は確保され、地方自治体やドナーの協力資金を得て、継続的な活動が行われており、技術面および財
務面では、継続教育研修を実施していくには問題は見られない。しかしながら、厚生省内の組織改編により INEPEO は厚生
省人材開発総局に属することになり、2010 年以降は独自に予算管理・執行できない体制となった。また、技術スタッフの
人員が不足していることから、体制面で課題が見受けられる。さらに、INEPEO は本プロジェクトの実施に合わせて新設さ
れた機関であるため組織力が弱く、プロジェクト終了後には厚生省内の関連部局との協力体制がプロジェクト実施中に比し
て弱まっていると思われるケースも散見されていることから、今後の体制の見通しにも懸念がある。一方、開始が予定され
ている PHC 体制強化プロジェクトの対象地域における看護・助産人材向けの研修は、INEPEO 及び CREPEO を通じて実施する
ことを前提としており、カリキュラムに基づく研修プログラムや研修テキストの作成等、PHC プロジェクトの枠組みの中で
も INEPEO 及び CREPEO の組織及び活動強化が図られることが期待されている。 
以上から、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は中程度である。 

 
Ⅲ 教訓・提言 

実施機関への提言： 
本プロジェクトで確立した継続教育システムをパラグアイ全 18 県に拡大し、さらに継続教育機関として INEPEO の活動を

拡大していくためには、厚生省が中期計画を策定し、その実施のための予算措置を行うことが求められる。 
また、INEPEO が、継続教育システムを維持していくためには、地方レベルで活動しているファシリテーターへの支援や、

地方研修およびモニタリングのフォローを継続して実施することが求められる。また、継続教育プログラムに基づいた新た
な研修プログラムや教材開発を行うための技術スタッフの拡充・強化を行うことが必要である。CREPEO については、県衛
生局の内部組織として位置づけられているが、活動実施のための予算は外部資金に依存しているため、各県における継続教
育予算の確保が強く望まれる。 
JICA への教訓： 

INEPEO は、本プロジェクトの実施に合わせて設立された機関であるため、厚生省内での立場が弱く、プロジェクト実施
にあたって厚生省内の継続教育や研修・モニタリングを実施している関連部局との連携・調整に労力を要し、プロジェクト
終了後にはそうした連携が弱まるケースが散見されている。限られたプロジェクト期間内で円滑に活動を実施し、より着実
に効果を発現させ、さらにそうした効果の持続性を確保するには、プロジェクト終了後の実施体制について事前に十分協議
しておく必要がある。また、類似の役割を有する機関がカウンターパート機関以外にもある場合には、プロジェクトで確立
した成果の持続性を確保するため、プロジェクト完了時点までにカウンターパート機関の位置付け・役割分担を明確化し、
活動内容を差別化する一方、活動内容に重複が出ないよう類似機関との連携・調整を行うことが求められる。今次実施が予
定されている PHC 体制強化プロジェクトでは、予め対象地域での継続教育研修の実施体制について十分検討しておくことが
求められる。 



 
INEPEO での看護・助産継続教育研修の様子 

 
継続教育研修で使用される機材 

 


